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脳波計は重くて高くて複雑で日常的な使用に向かないという課題がある。
この課題を解決するためにてんかん患者、麻痺患者および健常者を対象として耳脳波を用いた
ヘルスケア技術の事業化を目指す。想定する主な用途は以下の通りである。
• てんかん検知、予測によるてんかん患者支援
• Brain-Computer Interfaceによる麻痺患者のコミュニケーションおよび生活支援
• 自発脳波を用いた健常者向けヘルスケアサービス

• 耳脳波から日常生活を想定した実用に耐えうる脳波成分を検出できるかの検証
• 安価な耳脳波計測デバイスが量産可能であるかの検証
• 医療機器orヘルスケア機器のどちらで展開していくべきかという検討
• ファストカスタマー獲得に向けた市場調査

脳波でなければ解決できない、他の技術で代替が困難な領域を探していく

• てんかん検知・予測、麻痺患者支援、業務中の安全性向上やストレス評価などに需要があることが
分かっているが、具体的な市場規模は不明

• 高性能な医療用脳波計であれば耳脳波からERPや誘発電位といった微小な反応を検出できる
• 安価で性能が劣る脳波計で耳脳波の信号品質を上げる方法論は構築済み
• 基礎的なハードウェア技術は獲得済みのため、今後はより高性能な耳脳波計の開発と解析アルゴ
リズム開発を続け事業化を目指す
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